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日本のプライバシー・個人情報保護論議のあゆみ
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 1988年 「行政機関の保有する電子計算機処理に係る個人情
報の保護に関する法律」の制定

 1999年 高度情報通信社会推進本部（本部長：内閣総理大
臣）に個人情報保護検討部会 (座長：堀部政男教授) を設置

 2003年5月30日 個人情報保護法公布

 2005年4月1日 個人情報保護法全面施行
認定個人情報保護団体による自主規制を導入。









１．個人情報の定義（§2）
個人情報、個人識別符号、要配慮個人情報

２．取得・利用
利用目的の特定(§15)、利用目的による制限(§16)、適正な取得(§17) 、取得
に際しての利用目的の通知等(§18) 、データ内容の正確性の確保等(§19)

３．管理
安全管理措置(§20) 、従業者の監督(§21) 、委託先の監督(§22) 

４．第三者提供等
第三者提供の制限(§23) 、外国にある第三者への提供の制限(§24) 、第三者提
供に係る記録の作成等(§25) 、第三者提供を受ける際の確認等(§26) 、保有個
人データに関する事項の公表等(§27) 、匿名加工情報(§36-39) 

５．本人の関与（１から３における関与以外）
開示(§28) 、訂正・追加・削除(§29) 、利用停止・消去(§30) 、理由の説明
(§31) 

６．苦情の処理(§35) 

個人情報保護法の主な規定（事業者の義務と本人の権利）
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※青字は平成29年施行改正個人情報保護法関連項目



７．監督等
報告及び立入検査（§40）、指導助言（§41）、勧告及び命令（§42）、罰
則（§82-88（§83個人情報データベース等提供罪））

８．民間団体による個人情報の保護の推進（§47-58）

９．適用範囲（§75 ）
（略）の規定は、国内にある者に対する物品又は役務の提供に関連してその者を
本人とする個人情報を取得した個人情報取扱事業者が、外国において当該個人情
報又は当該個人情報を用いて作成した匿名加工情報を取り扱う場合についても、
適用する。

１０．適用除外（§76条）
報道機関による報道、著述業を行う者による著述、大学等研究機関やこれに所属す
る者による学術研究、宗教団体による宗教活動、政治団体による政治活動
※必要な措置を自ら講じ、措置内容を公表する努力義務あり。
※個人情報保護委員会の権限行使の制限（§43）

１２．外国執行当局への情報提供(§78) 

個人情報保護法の主な規定（執行、適用範囲）

7

※青字は平成29年施行改正個人情報保護法関連項目


